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不登校児童生徒への支援の在り方について（通知） 

 

※この PDF ファイルは文部科学省 HP<http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1375981.htm>に掲載されている

「不登校児童生徒への試案のあり方について（通知）（28 文科初第 770 号）の内容をコピーし、フリースクール全国ネットワークが

独自に改行、下線の追加等の書式変更を行ったものです。 

 

不登校児童生徒への支援につきましては，関係者において様々な努力がなされ，児童生徒

の社会的自立に向けた支援が行われてきたところですが，不登校児童生徒数は依然として高

水準で推移しており，生徒指導上の喫緊の課題となっております。 

文部科学省におきましては，こうした状況を踏まえ，平成 27 年 1 月に「不登校に関す

る調査研究協力者会議」を発足させ，（1）不登校児童生徒の実情の把握・分析，（2）学校

における不登校児童生徒への支援の現状と改善方策，（3）学校外における不登校児童生徒

への支援の現状と改善方策，（4）その他不登校に関連する施策の現状と課題について総合

的・専門的な観点から検討を願い，本年 7 月に「不登校児童生徒への支援に関する最終報

告～一人一人の多様な課題に対応した切れ目のない組織的な支援の推進～」を取りまとめて

いただいたところです。 

報告においては，不登校児童生徒を支援する上での基本的な姿勢として， 

 

(1)不登校については，取り巻く環境によっては，どの児童生徒にも起こり得ることとして

捉える必要がある。また，不登校という状況が継続し，結果として十分な支援が受けられな

い状況が継続することは，自己肯定感の低下を招くなど，本人の進路や社会的支援のために

望ましいことではないことから，支援を行う重要性について十分に認識する必要がある。 

 

(2)不登校については，その要因や背景が多様・複雑であることから，教育の観点のみで捉

えて対応することが困難な場合があるが，一方で，児童生徒に対して教育が果たす役割が大

きいことから，学校や教育関係者が一層充実した指導や家庭への働き掛け等を行うとともに，

学校への支援体制や関係機関との連携協力等のネットワークによる支援等を図ることが必

要である。 

 

(3)不登校とは，多様な要因・背景により，結果として不登校状態になっているということ

であり，その行為を「問題行動」と判断してはならない。不登校児童生徒が悪いという根強

い偏見を払拭し，学校・家庭・社会が不登校児童生徒に寄り添い共感的理解と受容の姿勢を

持つことが，児童生徒の自己肯定感を高めるためにも重要 であり，周囲の大人との信頼関

係を構築していく過程が社会性や人間性の伸長につながり，結果として児童生徒の社会的自

立につながることが期待される。 
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という観点が示されたところです。 

 

本通知は，今回取りまとめられた最終報告に基づき，不登校児童生徒への支援についてま

とめたものです。 

文部科学省としては，この最終報告の趣旨を踏まえ，今後更に施策の充実に取り組むこと

としておりますが，貴職におかれましても，下記により不登校児童生徒への支援の充実に一

層努められるようお願いします。また，都道府県・指定都市教育委員会にあっては所管の学

校及び域内の市区町村教育委員会に対して，都道府県知事にあっては所轄の私立学校に対し

て，国立大学法人の長にあっては設置する附属学校に対して，株式会社立学校を認定した地

方公共団体の長にあっては認可した学校に対して，この趣旨について周知を図るとともに，

適切な対応がなされるよう御指導をお願いします。 

本通知に関しては，その内容について，内閣府，警察庁，法務省及び厚生労働省と協議済

であることを申し添えます。 

 

記 

 

1  不登校児童生徒への支援に対する基本的な考え方 

 

（1）支援の視点 

不登校児童生徒への支援は，「学校に登校する」という結果のみを目標にするのではなく，

児童生徒が自らの進路を主体的に捉えて，社会的に自立することを目指す必要があること。

また，児童生徒によっては，不登校の時期が休養や自分を見つめ直す等の積極的な意味を持

つことがある一方で，学業の遅れや進路選択上の不利益や社会的自立へのリスクが存在する

ことに留意すること。 

 

（2）学校教育の意義・役割 

特に義務教育段階の学校は，各個人の有する能力を伸ばしつつ，社会において自立的に生

きる基礎を養うとともに，国家・社会の形成者として必要とされる基本的な資質を培うこと

を目的としており，その役割は極めて大きいことから，学校教育の一層の充実を図るための

取組が重要であること。また，不登校児童生徒への支援については児童生徒が不登校となっ

た要因を的確に把握し，学校関係者や家庭，必要に応じて関係機関が情報共有し，組織的・

計画的な，個々の児童生徒に応じたきめ細やかな支援策を策定することや，社会的自立へ向

けて進路の選択肢を広げる支援をすることが重要であること。さらに，既存の学校教育にな

じめない児童生徒については，学校としてどのように受け入れていくかを検討し，なじめな

い要因の解消に努める必要があること。 
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また，児童生徒の才能や能力に応じて，それぞれの可能性を伸ばせるよう，本人の希望を

尊重した上で，場合によっては，教育支援センターや不登校特例校，ＩＣＴを活用した学習

支援，フリースクール，夜間中学での受入れなど，様々な関係機関等を活用し社会的自立へ

の支援を行うこと。 

その際，フリースクールなどの民間施設やＮＰＯ等と積極的に連携し，相互に協力・補完

することの意義は大きいこと。 

 

（3）不登校の理由に応じた働き掛けや関わりの重要性  

不登校児童生徒が，主体的に社会的自立や学校復帰に向かうよう，生徒自身を見守りつつ，

不登校のきっかけや継続理由に応じて，その環境づくりのために適切な支援や働き掛けを行

う必要があること。 

 

（4）家庭への支援 

家庭教育は全ての教育の出発点であり，不登校児童生徒の保護者の個々の状況に応じた働

き掛けを行うことが重要であること。また，不登校の要因・背景によっては，福祉や医療機

関等と連携し，家庭の状況を正確に把握した上で適切な支援や働き掛けを行う必要があるた

め，家庭と学校，関係機関の連携を図ることが不可欠であること。その際，保護者と課題意

識を共有して一緒に取り組むという信頼関係をつくることや，訪問型支援による保護者への

支援等，保護者が気軽に相談できる体制を整えることが重要であること。 

 

2  学校等の取組の充実 

 

（1）「児童生徒理解・教育支援シート」を活用した組織的・計画的支援 

不登校児童生徒への効果的な支援については，学校及び教育支援センターなどの関係機関

を中心として組織的・計画的に実施することが重要であり，また，個々の児童生徒ごとに不

登校になったきっかけや継続理由を的確に把握し，その児童生徒に合った支援策を策定する

ことが重要であること。その際，学級担任，養護教諭，スクールカウンセラー，スクールソ

ーシャルワーカー等の学校関係者が中心となり，児童生徒や保護者と話し合うなどして，「児

童生徒理解・教育支援シート（試案）」（別添1）（以下「シート」という。）を作成すること

が望ましいこと。 

これらの情報は関係者間で共有されて初めて支援の効果が期待できるものであり，必要に

応じて，教育支援センター，医療機関，児童相談所等，関係者間での情報共有，小・中・高

等学校間，転校先等との引継ぎが有効であるとともに，支援の進捗状況に応じて，定期的に

シートの内容を見直すことが必要であること。また，校務効率化の観点からシートの作成に

係る業務を効率化するとともに，引継ぎに当たって個人情報の取扱いに十分留意することが
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重要であること。 

なお，シートの作成及び活用に当たっては，「児童生徒理解・教育支援シートの作成と活

用について」（別添 2）を参照すること。 

 

（2）不登校が生じないような学校づくり 

1．魅力あるよりよい学校づくり 

児童生徒が不登校になってからの事後的な取組だけでなく，児童生徒が不登校になら

ない，魅力ある学校づくりを目指すことが重要であること。 

2．いじめ，暴力行為等問題行動を許さない学校づくり 

いじめや暴力行為を許さない学校づくり，問題行動へのき然とした対応が大切である

こと。また教職員による体罰や暴言等，不適切な言動や指導は許されず，教職員の不

適切な言動や指導が不登校の原因となっている場合は，懲戒処分も含めた厳正な対応

が必要であること。 

3．児童生徒の学習状況等に応じた指導・配慮の実施 

学業のつまずきから学校へ通うことが苦痛になる等，学業の不振が不登校のきっかけ

の一つとなっていることから，児童生徒が学習内容を確実に身に付けることができる

よう，指導方法や指導体制を工夫改善し，個に応じた指導の充実を図ることが望まれ

ること。 

4．保護者・地域住民等の連携・協働体制の構築 

社会総掛かりで児童生徒を育んでいくため，学校，家庭及び地域等との連携・協働体

制を構築することが重要であること。 

5．将来の社会的自立に向けた生活習慣づくり 

児童生徒が将来の社会的自立に向けて，主体的に生活をコントロールする力を身に付

けることができるよう，学校や地域における取組を推進することが重要であること。 

 

（3）不登校児童生徒に対する効果的な支援の充実 

1．不登校に対する学校の基本姿勢 

校長のリーダーシップの下，教員だけでなく，様々な専門スタッフと連携協力し，組

織的な支援体制を整えることが必要であること。 

2．早期支援の重要性 

不登校児童生徒の支援においては，予兆への対応を含めた初期段階からの組織的・計

画的な支援が必要であること。 

3．効果的な支援に不可欠なアセスメント 

不登校の要因や背景を的確に把握するため，学級担任の視点のみならず，スクールカ

ウンセラー及びスクールソーシャルワーカー等によるアセスメント（見立て）が有効で

あること。また，アセスメントにより策定された支援計画を実施するに当たっては，学
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校，保護者及び関係機関等で支援計画を共有し，組織的・計画的な支援を行うことが重

要であること。 

4．スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーとの連携協力 

学校においては，相談支援体制の両輪である，スクールカウンセラー及びスクールソ

ーシャルワーカーを効果的に活用し，学校全体の教育力の向上を図ることが重要であ

ること。 

5．家庭訪問を通じた児童生徒への積極的支援や家庭への適切な働き掛け 

学校は，プライバシーに配慮しつつ，定期的に家庭訪問を実施して，児童生徒の理解

に努める必要があること。また，家庭訪問を行う際は，常にその意図・目的，方法及

び成果を検証し適切な家庭訪問を行う必要があること。 

なお，家庭訪問や電話連絡を繰り返しても児童生徒の安否が確認できない等の場合は，

直ちに市町村又は児童相談所への通告を行うほか，警察等に情報提供を行うなど，適

切な対処が必要であること。 

6．不登校児童生徒の登校に当たっての受入体制 

不登校児童生徒が登校してきた場合は，温かい雰囲気で迎え入れられるよう配慮する

とともに，保健室，相談室及び学校図書館等を活用しつつ，徐々に学校生活への適応

を図っていけるような指導上の工夫が重要であること。 

7．児童生徒の立場に立った柔軟な学級替えや転校等の対応 

いじめが原因で不登校となっている場合等には，いじめを絶対に許さないき然とした

対応をとることがまずもって大切であること。また，いじめられている児童生徒の緊

急避難としての欠席が弾力的に認められてもよく，そのような場合には，その後の学

習に支障がないよう配慮が求められること。そのほか，いじめられた児童生徒又はそ

の保護者が希望する場合には，柔軟に学級替えや転校の措置を活用することが考えら

れること。 

また，教員による体罰や暴言等，不適切な言動や指導が不登校の原因となっている場

合は，不適切な言動や指導をめぐる問題の解決に真剣に取り組むとともに，保護者等

の意向を踏まえ，十分な教育的配慮の上で学級替えや転校を柔軟に認めていくことが

望まれること。 

保護者等から学習の遅れに対する不安により，進級時の補充指導や進級や卒業の留保

に関する要望がある場合には，補充指導等の実施に関して柔軟に対応するとともに，

校長の責任において進級や卒業を留保するなどの措置をとるなど，適切に対応する必

要があること。また，欠席日数が長期にわたる不登校児童生徒の進級や卒業に当たっ

ては，あらかじめ保護者等の意向を確認するなどの配慮が重要であること。 

 

（4）不登校児童生徒に対する多様な教育機会の確保 

不登校児童生徒の一人一人の状況に応じて，教育支援センター，不登校特例校，フリ
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ースクールなどの民間施設，ＩＣＴを活用した学習支援など，多様な教育機会を確保

する必要があること。また，夜間中学において，本人の希望を尊重した上での受入れ

も可能であること。 

義務教育段階の不登校児童生徒が学校外の公的機関や民間施設において，指導・助言

等を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについては，別記によるものとし，

高等学校における不登校生徒が学校外の公的機関や民間施設において，指導・助言等

を受けている場合の指導要録上の出欠の取扱いについては，平成 21 年 3 月 12 日付

け 20 文科初第 1346 号「高等学校における不登校生徒が学校外の公的機関や民間施

設において相談・指導を受けている場合の対応について」によるものとすること。 

また，義務教育段階の不登校児童生徒が自宅においてＩＣＴ等を活用した学習活動を

行った場合の指導要録上の出欠の取扱いについては，平成 17 年 7 月 6 日付け 17 文

科初第 437 号「不登校児童生徒が自宅においてＩＴ等を活用した学習活動を行った

場合の指導要録上の出欠の取扱い等について」によるものとすること。その際，不登

校児童生徒の懸命の努力を学校として適切に判断すること。 

なお，不登校児童生徒が民間施設において相談・指導を受ける際には，「民間施設に

ついてのガイドライン（試案）」（別添 3）を参考として，判断を行う際の何らかの目

安を設けておくことが望ましいこと。 

また，体験活動においては，児童生徒の積極的態度の醸成や自己肯定感の向上等が期

待されることから，青少年教育施設等の体験活動プログラムを積極的に活用すること

が有効であること。 

 

（5）中学校卒業後の支援 

1．高等学校入学者選抜等の改善 

高等学校入学者選抜について多様化が進む中，高等学校で学ぶ意欲や能力を有する不

登校生徒について，これを適切に評価することが望まれること。 

また，国の実施する中学校卒業程度認定試験の活用について，やむを得ない事情によ

り不登校となっている生徒が在学中に受験できるよう，不登校生徒や保護者に対して

適切な情報提供を行うことが重要であること。 

2．高等学校における長期欠席・中途退学への取組の充実 

就労支援や教育的ニーズを踏まえた特色ある高等学校づくり等も含め，様々な取組や

工夫が行われることが重要であること。 

3．中学校卒業後の就学・就労や「ひきこもり」への支援 

中学校時に不登校であり，中学校卒業後に進学も就労もしていない者，高等学校へ進

学したものの学校に通えない者，中途退学した者等に対しては，多様な進学や職業訓

練等の機会等について相談できる窓口や社会的自立を支援するための受皿が必要で

あること。また，関係行政機関等が連携したり，情報提供を行うなど，社会とのつな
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がりを絶やさないための適切な対応が必要であること。 

 

3  教育委員会の取組の充実 

 

（1）不登校や長期欠席の早期把握と取組 

教育委員会においては，学校等の不登校への取組に関する意識を更に高めるとともに，学

校が家庭や関係機関等と効果的に連携を図り，不登校児童生徒に対する早期の支援を図るた

めの体制の確立を支援することが重要であること。 

 

（2）学校等の取組を支援するための教育条件等の整備等 

1．教員の資質向上 

教育委員会における教員の採用・研修を通じた資質向上のための取組は不登校への適

切な対応に資する重要な取組であり，初任者研修を始めとする教職経験に応じた研修，

生徒指導・教育相談といった専門的な研修，管理職や生徒指導主事を対象とする研修

などの体系化とプログラムの一層の充実を図り，不登校に関する知識や理解，児童生

徒に対する理解，関連する分野の基礎的な知識などを身に付けさせていくことが必要

であること。また，指導的な教員を対象にカウンセリングなどの専門的な能力の育成

を図るとともに，スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカー等の専門性

と連動した学校教育への更なる理解を図るといった観点からの研修も重要であるこ

と。 

2．きめ細やかな指導のための適切な人的措置 

不登校が生じないための魅力ある学校づくり，「心の居場所」としての学校づくりを

進めるためには，児童生徒一人一人に対してきめ細やかな指導が可能となるよう，適

切な教員配置を行うことが必要であること。また，異校種間の人事交流や兼務などを

進めていくことも重要であること。 

不登校児童生徒が多く在籍する学校については，教員の加配等，効果的かつ計画的な

人的配置に努める必要があること。そのためにも日頃より各学校の実情を把握し，ま

た加配等の措置をした後も，この措置が効果的に活用されているか等の検証を十分に

行うこと。 

3．保健室，相談室や学校図書館等の整備 

養護教諭の果たす役割の大きさに鑑み，養護教諭の複数配置や研修機会の充実，保健

室，相談室及び学校図書館等の環境整備，情報通信機器の整備等が重要であること。 

4．転校のための柔軟な措置 

いじめや教員による不適切な言動や指導等が不登校の原因となっている場合には，市

区町村教育委員会においては，児童生徒又は保護者等が希望する場合，学校と連携し
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た適切な教育的配慮の下に，就学すべき学校の指定変更や区域外就学を認めるなどと

いった対応も重要であること。また，他の児童生徒を不登校に至らせるような深刻な

いじめや暴力行為があった場合は，必要に応じて出席停止措置を講じるなど，き然と

した対応の必要があること。 

5．義務教育学校設置等による学校段階間の接続の改善 

義務教育学校等において 9 年間を見通した生徒指導の充実等により不登校を生じさ

せない取組を推進することが重要であること。また，小中一貫教育を通じて蓄積され

る優れた不登校への取組事例を広く普及させることが必要であること。 

6．アセスメント実施のための体制づくり 

不登校の要因・背景が多様・複雑化していることから，初期の段階での適切なアセス

メントを行うことが極めて重要であること。そのためには，児童生徒の状態によって，

専門家の協力を得る必要があり，スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワー

カーの配置・派遣など学校をサポートしていく体制の検討が必要であること。 

 

（3）教育支援センターの整備充実及び活用 

1．教育支援センターを中核とした体制整備 

今後，教育支援センターは通所希望者に対する支援だけでなく，これまでに蓄積され

た知見や技能を生かし，通所を希望しない者への訪問型支援，シートのコンサルテー

ションの担当など，不登校児童生徒への支援の中核となることが期待されること。 

また，不登校児童生徒の無償の学習機会を確保し，不登校児童生徒への支援の中核的

な役割を果たしていくため，未設置地域への教育支援センターの設置又はこれに代わ

る体制整備が望まれること。そのため，都道府県教育委員会は，域内の市区町村教育

委員会と緊密な連携を図りつつ，未整備地域を解消して不登校児童生徒や保護者が利

用しやすい環境づくりを進め，「教育支援センター整備指針（試案）」（別添 4）を参

考に，地域の実情に応じた指針を作成し必要な施策を講じていくことが求められるこ

と。 

市区町村教育委員会においては，主体的に教育支援センターの整備充実を進めていく

ことが必要であり，教育支援センターの設置促進に当たっては，例えば，自治体が施

設を設置し，民間の協力の下に運営する公民協営型の設置等も考えられること。もと

より，市区町村教育委員会においても，「教育支援センター整備指針」を策定するこ

とも考えられること。その際には，教育支援センターの運営が不登校児童生徒及びそ

の保護者等のニーズに沿ったものとなるよう留意すること。 

なお，不登校児童生徒への支援の重要性に鑑み，私立学校等の児童生徒の場合でも，

在籍校と連携の上，教育支援センターの利用を認めるなど柔軟な運用がなされること

が望ましいこと。 

2．教育支援センターを中核とした支援ネットワークの整備 
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教育委員会は，積極的に，福祉・保健・医療・労働部局等とのコーディネーターとし

ての役割を果たす必要があり，各学校が関係機関と連携しやすい体制を構築する必要

があること。また，教育支援センター等が関係機関や民間施設等と連携し，不登校児

童生徒やその保護者を支援するネットワークを整備することが必要であること。 

 

（4）訪問型支援など保護者への支援の充実 

教育委員会においては，保護者に対し，不登校のみならず子育てや家庭教育についての相

談窓口を周知し，不登校への理解や不登校となった児童生徒への支援に関しての情報提供や

相談対応を行うなど，保護者に寄り添った支援の充実が求められること。また，プライバシ

ーに配慮しつつも，困難を抱えた家庭に対する訪問型支援を積極的に推進することが重要で

あること。 

 

 

 

 

 

 

 

（別記） 

 

義務教育段階の不登校児童生徒が学校外の公的機関や民間施設において相談・指導を受けて

いる場合の指導要録上の出欠の取扱いについて 

 

1 趣旨 

不登校児童生徒の中には，学校外の施設において相談・指導を受け，学校復帰への懸命

の努力を続けている者もおり，このような児童生徒の努力を学校として評価し支援するた

め，我が国の義務教育制度を前提としつつ，一定の要件を満たす場合に，これら施設にお

いて相談・指導を受けた日数を指導要録上出席扱いとすることができることとする。 

 

2 出席扱いの要件    

不登校児童生徒が学校外の施設において相談・指導を受けるとき，下記の要件を満たす

とともに，当該施設への通所又は入所が学校への復帰を前提とし，かつ，不登校児童生徒

の自立を助けるうえで有効・適切であると判断される場合に，校長は指導要録上出席扱い

とすることができる。 
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（1）保護者と学校との間に十分な連携・協力関係が保たれていること。 

 

（2）当該施設は，教育委員会等が設置する教育支援センター等の公的機関とするが，公的

機関での指導の機会が得られないあるいは公的機関に通うことが困難な場合で本人や保護

者の希望もあり適切と判断される場合は，民間の相談・指導施設も考慮されてよいこと。  

ただし，民間施設における相談・指導が個々の児童生徒にとって適切であるかどうかにつ

いては，校長が，設置者である教育委員会と十分な連携をとって判断するものとすること。

このため，学校及び教育委員会においては，「民間施設についてのガイドライン」（別添３）

を参考として，上記判断を行う際の何らかの目安を設けておくことが望ましいこと。 

 

（3）当該施設に通所又は入所して相談・指導を受ける場合を前提とすること。 

 

 

3 指導要録の様式等について   

  上記の取扱いの際の指導要録の様式等については，平成 22 年 5 月 11 日付け 22 文科

初第 1 号「小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校等における児童生徒の学習評価及

び指導要録の改善等について」のとおりとする。 

 

 

 

別添 3 

 

民間施設についてのガイドライン（試案） 

 

このガイドラインは，個々の民間施設についてその適否を評価するという趣旨のものでは

なく，不登校児童生徒が民間施設において相談・指導を受ける際に，保護者や学校，教育委

員会として留意すべき点を目安として示したものである。 

民間施設はその性格，規模，活動内容等が様々であり，民間施設を判断する際の指針をす

べて一律的に示すことは困難である。したがって，実際の運用に当たっては，このガイドラ

インに掲げた事項を参考としながら，地域の実態等に応じ，各施設における活動を総合的に

判断することが大切である。 

 

1  実施主体について 

法人，個人は問わないが，実施者が不登校児童生徒に対する相談・指導等に関し深い理解
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と知識又は経験を有し，かつ社会的信望を有していること。 

 

2  事業運営の在り方と透明性の確保について 

 (1)  不登校児童生徒に対する相談・指導を行うことを主たる目的としていること。 

 (2)  著しく営利本位でなく，入会金，授業料（月額・年額等），入寮費（月額・年額等）

等が明確にされ，保護者等に情報提供がなされていること。 

 

3  相談・指導の在り方について 

 (1)  児童生徒の人命や人格を尊重した人間味のある温かい相談や指導が行われて    い

ること。 

 (2)  情緒的混乱，情緒障害及び非行等の態様の不登校など，相談・指導の対象となる者が

当該施設の相談・指導体制に応じて明確にされていること。また，受入れに当たって

は面接を行うなどして，当該児童生徒のタイプや状況の把握が適切に行われているこ

と。 

 (3)  指導内容・方法，相談手法及び相談・指導の体制があらかじめ明示されており，かつ

現に児童生徒のタイプや状況に応じた適切な内容の相談や指導が行われていること。

また，我が国の義務教育制度を前提としたものであること。 

 (4)  児童生徒の学習支援や進路の状況等につき，保護者等に情報提供がなされていること。 

 (5)  体罰などの不適切な指導や人権侵害行為が行われていないこと。 

 

4  相談・指導スタッフについて 

 (1)  相談・指導スタッフは児童生徒の教育に深い理解を有するとともに，不登校への支援

について知識・経験をもち，その指導に熱意を有していること。 

 (2)  専門的なカウンセリング等の方法を行うにあっては，心理学や精神医学等，それを行

うにふさわしい専門的知識と経験を備えた指導スタッフが指導にあたっていること。 

 (3)  宿泊による指導を行う施設にあっては，生活指導にあたる者を含め，当該施設の活動

を行うにふさわしい資質を具えたスタッフが配置されていること。 

 

5  施設，設備について 

 (1)  各施設にあっては，学習，心理療法，面接等種々の活動を行うために必要な施設，設

備を有していること。 

 (2)  特に，宿泊による指導を行う施設にあっては，宿舎をはじめ児童生徒が安全で健康的

な生活を営むために必要な施設，設備を有していること。 

 

6  学校，教育委員会と施設との関係について 

児童生徒のプライバシ－にも配慮の上，学校と施設が相互に不登校児童生徒やその家庭を
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支援するために必要な情報等を交換するなど，学校との間に十分な連携・協力関係が保たれ

ていること。 

 

7  家庭との関係について 

 (1)  施設での指導経過を保護者に定期的に連絡するなど，家庭との間に十分な連携・協力

関係が保たれていること。 

 (2)  特に，宿泊による指導を行う施設にあっては，たとえ当該施設の指導方針 いかなる

ものであっても，保護者の側に対し面会や退所の自由が確保されていること。 

 

 

 

別添 4 

 

教育支援センター整備指針（試案） 

 

1  趣旨 

○教育委員会は，教育支援センター（以下「センター」という。）の整備に当たって，こ

の指針の定めるところに留意し，不登校児童生徒に対する適切な支援を行わなければな

らない。 

 

2  設置の目的 

○センターは，不登校児童生徒の集団生活への適応，情緒の安定，基礎学力の補充，基本

的生活習慣の改善等のための相談・指導（学習指導を含む。以下同じ。）を行うことに

より，その学校復帰を支援し，もって不登校児童生徒の社会的自立に資することを基本

とする。 

 

3  自己評価・情報の積極的な提供等 

○センターは，その目的を実現するため，その相談・指導，その他のセンターの運営状況

について改善・充実を図るとともに，自ら点検及び評価を行い，その結果を公表するよ

う努めるものとする。 

○センターは，その相談・指導，その他のセンターの運営の状況について，保護者等に対

して積極的に情報を提供するものとする。 

 

4  対象者 

○入室や退室等に関する方針や基準が明らかにされていること。 
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○不登校児童生徒の入退室等の決定については，その態様等を踏まえ，センターにおける

指導の効果が達せられるよう児童生徒の実情等の的確な見立て（アセスメント）に努め

るものとする。その際には，当該児童生徒が在籍する学校関係者はもとより，専門家を

含めて検討を行うことが望ましい。 

○必要に応じて，中学校を卒業した者についても進路等に関して主として教育相談等によ

る支援を行うことが望ましい。 

 

5  指導内容・方法 

○児童生徒の立場に立ち，人命や人格を尊重した人間味のある温かい相談・指導を行う。 

○相談に関しては，共感的な理解に立ちつつ，児童生徒の自立を支援する立場から実施す

る。 

○各教科等の学習指導に関しては，在籍校とも連絡をとり，センター及び児童生徒の実情

に応じて実施する。 

○指導内容は，児童生徒の実態に応じて適切に定め，個別指導と併せて，センター及び児

童生徒の実情に応じて集団指導を実施するものとする。その際，児童生徒の実情に応じ

て体験活動を取り入れるものとする。 

○家庭訪問による相談・指導は，センター，地域，児童生徒の実情に応じて適切に実施す

ることが望ましい。通所困難な児童生徒については，学校や他機関との連携の下，適切

な配慮を行うことが望ましい。 

 


